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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】加熱、保温、保冷といった複数の用途にそれぞ
れ用いられる温度調整具の使用が可能であり、温度調整
具の使用に適した食品容器。
【解決手段】食品容器１は、底部２２および前記底部２
２の周縁から立設する側壁部２３を有し、上部に開口を
有する容器本体２と、収容底部３２および前記収容底部
３２から立設する収容側壁部３３を有し、上部に開口を
有する収容部３１と、前記収容底部３２が前記容器本体
２の前記底部２２から離された状態で前記容器本体２の
内部２１に前記収容部３１を設置するよう構成される設
置部３４と、を有する収容部設置体３と、前記収容部３
１の前記開口を覆うと共に、前記容器本体２の前記側壁
部２３と共に所定の空間を上方に形成する収容部カバー
体４と、前記容器本体２の前記開口を覆うための蓋体５
と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　底部および前記底部の周縁から立設する側壁部を有し、上部に開口を有する容器本体と
、
　収容底部および前記収容底部から立設する収容側壁部を有し、上部に開口を有する収容
部と、前記収容底部が前記容器本体の前記底部から離された状態で前記容器本体の内部に
前記収容部を設置するよう構成される設置部と、を有する収容部設置体と、
　前記収容部の前記開口を覆うと共に、前記容器本体の前記側壁部と共に所定の空間を上
方に形成する収容部カバー体と、
　前記容器本体の前記開口を覆うための蓋体と、を備えることを特徴とする食品容器。
【請求項２】
　加熱具、保温具、保冷具のうちの１つである温度調整具を、さらに備え、
　前記温度調整具は前記収容部に収容されることを特徴とする請求項１に記載の食品容器
。
【請求項３】
　仕出し用の弁当箱であることを特徴とする請求項１または２に記載の食品容器。
【請求項４】
　前記容器本体の前記側壁部は、
　前記容器本体の前記底部の周縁に連結され、第１の肉厚を有すると共に、前記収容部の
前記収容底部から前記収容部の上端部までの高さよりも高い下側壁部と、
　前記下側壁部の上端部に連結され、前記第１の肉厚よりも薄い第２の肉厚を有する上側
壁部と、を有し、
　前記設置部は、前記収容側壁部の上端部に連結されて前記側壁部に向けて伸びる縁部を
有し、
　前記縁部の端部は、前記下側壁部の前記上端部に載置されることを特徴とする請求項１
～３のいずれか１項に記載の食品容器。
【請求項５】
　前記設置部は、
　前記容器本体の前記底部に載置される脚部と、
　前記脚部に支持されると共に、前記収容部の上端部に連結されて前記容器本体の前記側
壁部に向けて伸びる延進部と、を有し、
　前記延進部の上端部から前記脚部の下端までの高さは、前記収容部の収容底部から前記
収容部の前記上端部までの高さよりも高いことを特徴とする請求項１～４のいずれか１項
に記載の食品容器。
【請求項６】
　前記設置部は、前記容器本体の前記底部に対向する面である前記収容部の前記収容底部
の裏面から突出する第２脚部を含むことを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載
の食品容器。
【請求項７】
　前記容器本体の前記側壁部によって形成される前記周縁の少なくとも一部には、前記側
壁部の上端部から前記底部に向けて切り欠かれたスリットが設けられることを特徴とする
請求項１～６のいずれか１項に記載の食品容器。
【請求項８】
　前記収容部設置体は透孔を有し、
　前記収容部設置体が前記容器本体の内部に設置された時には、前記透孔と前記スリット
とは対面するよう構成されることを特徴とする請求項７に記載の食品容器。
【請求項９】
　前記収容部カバー体と前記側壁部とによって形成される前記所定の空間には、食品ある
いは前記食品が盛り付けられるための盛付容器が載置されることを特徴とする請求項１～
８のいずれか１項に記載の食品容器。
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【請求項１０】
　前記容器本体は、
　前記側壁部に設けられ、開口を有する側壁窓部と、
　前記側壁窓部を覆うための側壁蓋部と、をさらに有し、
　前記収容部設置体が前記容器本体の内部に設置された状態において、前記側壁窓部の前
記開口の長手方向の長さは、前記側壁窓部の前記開口に対面する前記収容部設置体の長手
方向の長さよりも長く、かつ、前記側壁窓部の前記開口の短手方向の長さは、前記側壁窓
部の前記開口の短手方向の長さよりも長いことを特徴とする請求項１～９のいずれか１項
に記載の食品容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、食品の温度を調整するための温度調整具を内部に入れて使用可能な食品容器
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、加熱具（発熱具）や、保温剤、保冷剤などを食品と共に容器の内部に収容す
ることで、食前における食品の加熱、保温、保冷を図った食品容器が知られている（例え
ば、特許文献１～３）。
【０００３】
　例えば、特許文献１～２には、駅弁などの食品加熱容器の底部に加熱具を収容し、この
容器の側壁に設けられた透孔から加熱具の開封具（紐、テープ）を引っ張ることで、食品
の加熱を行うことが開示されている。また、特許文献３には、容器と中蓋と上蓋から成る
弁当箱において、中蓋のくぼみ部分に保冷（保温剤）が置かれた、保冷（保温）剤内臓機
能付き弁当箱が開示されている。つまり、この弁当箱では、保冷（保温）剤などは、弁当
箱の底部ではなく上部の蓋側に設置される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－２４８９８１号公報（特許第５３６２２４４号）
【特許文献２】特開２０１０－６８８４６号公報（特許第５３１４９７５号）
【特許文献３】実用新案登録第３１６２２１４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１～２が開示する食品加熱容器は加熱のためのものであり、加熱という１つの
用途に適するよう弁当箱が構成されている。また、特許文献３では、保冷や保温という複
数の用途に対応可能ではあるものの、加熱については考慮されていない。すなわち、保冷
剤や保温剤は弁当箱の蓋側に位置することから、弁当の上から冷却や保温を行うための構
造であり、食品の下から加熱する加熱具を使用することは難しい。
【０００６】
　上述の事情に鑑みて、本発明の少なくとも一実施形態は、加熱、保温、保冷といった複
数の用途にそれぞれ用いられる温度調整具の使用が可能であり、温度調整具の使用に適し
た食品容器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
（１）本発明の少なくとも一実施形態に係る食品容器は、
　底部および前記底部の周縁から立設する側壁部を有し、上部に開口を有する容器本体と
、
　収容底部および前記収容底部から立設する収容側壁部を有し、上部に開口を有する収容
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部と、前記収容底部が前記容器本体の前記底部から離された状態で前記容器本体の内部に
前記収容部を設置するよう構成される設置部と、を有する収容部設置体と、
　前記収容部の前記開口を覆うと共に、前記容器本体の前記側壁部と共に所定の空間を上
方に形成する収容部カバー体と、
　前記容器本体の前記開口を覆うための蓋体と、を備える。
【０００８】
　上記（１）の構成によれば、食品容器は収容部を備えており、加熱具、保温具、保冷具
などの温度調整具を使用する場合には、温度調整具の種類に応じて食品容器の構成を変更
することなく、食品容器の収容部に設置することができる。温度調整具の種類に応じて食
品容器を用意する必要もなく、コストを削減することもできる。また、収容部は容器本体
の底部とは接触しておらず、収容部と容器本体の底部との間における熱の伝達が緩和され
ている。このため、温度調整具が収容部に設置されて使用される場合には、温度調整具か
らの高温の熱などによって、容器本体の底部や食品容器が置かれるテーブルなどの周辺に
伝わることで、これらが変形、変色するような事態を防止することができる。同時に、食
品容器の使用者が加熱具などの温度調整具により高温化された食品容器に触れることで、
火傷などを負うような事態も防止することができる。すなわち、温度調整具の使用に適し
た食品容器を提供することができる。
【０００９】
（２）幾つかの実施形態では、上記（１）の構成において、
　加熱具、保温具、保冷具のうちの１つである温度調整具を、さらに備え、
　前記温度調整具は前記収容部に収容される。
　上記（２）の構成によれば、食品を加熱、あるいは、保温、保冷をするための温度調整
具が収容部に収容されている。このため、収容される温度調整具の種類を、状況や季節に
応じて取り換えることで、食品容器に入れられる食品の加熱、保温、保冷を、状況や季節
に応じて適宜行うことができる。
【００１０】
（３）幾つかの実施形態では、上記（１）～（２）の構成において、
　仕出し用の弁当箱である。
　上記（３）の構成によれば、仕出し料理店などが、温度調整具の種類に応じた弁当箱（
食品容器）をそれぞれ保有する必要がなく、購入や保管、管理などに要する費用の低減を
実現することができる。また、使用した弁当箱を再度使用する場合には、温度調整具のみ
を廃棄するだけで良く、廃棄物の量を大幅に削減できる。さらに、調理盛付後から食事ま
での間に時間的な間隔を設けることができるので、温度調整具を使用することで食事の際
には適温の料理を提供することができると共に、例えば早朝などに要する人件費の削減及
び長時間労働の回避を図ることができる。
【００１１】
（４）幾つかの実施形態では、上記（１）～（３）の構成において、
　前記容器本体の前記側壁部は、
　前記容器本体の前記底部の周縁に連結され、第１の肉厚を有すると共に、前記収容部の
前記収容底部から前記収容部の上端部までの高さよりも高い下側壁部と、
　前記下側壁部の上端部に連結され、前記第１の肉厚よりも薄い第２の肉厚を有する上側
壁部と、を有し、
　前記設置部は、前記収容側壁部の上端部に連結されて前記側壁部に向けて伸びる縁部を
有し、
　前記縁部の端部は、前記下側壁部の前記上端部に載置される。
　上記（４）の構成によれば、食品容器の底部から収容部を離した状態で設置することが
できる。
【００１２】
（５）幾つかの実施形態では、上記（１）～（４）の構成において、
　前記設置部は、
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　前記容器本体の前記底部に載置される脚部と、
　前記脚部に支持されると共に、前記収容部の上端部に連結されて前記容器本体の前記側
壁部に向けて伸びる延進部と、を有し、
　前記延進部の上端部から前記脚部の下端までの高さは、前記収容部の収容底部から前記
収容部の前記上端部までの高さよりも高い。
　上記（５）の構成によれば、食品容器の底部から収容部を離した状態で設置することが
できる。
【００１３】
（６）幾つかの実施形態では、上記（１）～（４）の構成において、
　前記設置部は、前記容器本体の前記底部に対向する面である前記収容部の前記収容底部
の裏面から突出する第２脚部を含む。
　上記（６）の構成によれば、食品容器の底部から収容部を離した状態で設置することが
できる。
【００１４】
（７）幾つかの実施形態では、上記（１）～（６）の構成において、
　前記容器本体の前記側壁部によって形成される前記周縁の少なくとも一部には、前記側
壁部の上端部から前記底部に向けて切り欠かれたスリットが設けられる。
　上記（７）の構成によれば、スリットは側壁部の上端部を開放するように設けられてい
る。このため、温度調整具が破断紐を有する場合において、破断紐を食品容器の外部に引
き出して設置する場合であっても、上端部から容易に設置することができる。
【００１５】
（８）幾つかの実施形態では、上記（７）の構成において、
　前記収容部設置体は透孔を有し、
　前記収容部設置体が前記容器本体の内部に設置された時には、前記透孔と前記スリット
とは対面するよう構成される。
　上記（８）の構成によれば、温度調整具が破断紐を有する場合において、破断紐を食品
容器の外部に引き出して設置する場合であっても、収容部の内部からの破断紐を容易に設
置することができる。
【００１６】
（９）幾つかの実施形態では、上記（１）～（８）の構成において、
　前記収容部カバー体と前記側壁部とによって形成される前記所定の空間には、食品ある
いは前記食品が盛り付けられるための盛付容器が載置される。
　上記（９）の構成によれば、この所定の空間は、食品や盛付容器が載置されるための空
間となる。このように、収容部カバー体によって、収容部と所定の空間が分離されると共
に、収容部カバー体が下から支持することによって、食品や盛付容器などを食品容器に収
容することができる。
【００１７】
（１０）幾つかの実施形態では、上記（１）～（９）の構成において、
　前記容器本体は、
　前記側壁部に設けられ、開口部を有する側壁窓部と、
　前記側壁窓部を覆うための側壁蓋部と、をさらに有し、
　前記収容部設置体が前記容器本体の内部に設置された状態において、前記側壁窓部の前
記開口の長手方向の長さは、前記側壁窓部の前記開口に対面する前記収容部設置体の長手
方向の長さよりも長く、かつ、前記側壁窓部の前記開口の短手方向の長さは、前記側壁窓
部の前記開口の短手方向の長さよりも長い。
　上記（１０）の構成によれば、側壁窓部から、収容部設置体を引出すことや設置するこ
とができる。このため、温度調整具を使用する場合には、容器本体の側壁から出し入れす
ることが可能となる。
【発明の効果】
【００１８】
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　本発明の少なくとも一実施形態によれば、加熱、保温、保冷といった複数の用途にそれ
ぞれ用いられる温度調整具の使用が可能であり、温度調整具の使用に適した食品容器が提
供される。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の一実施形態に係る食品容器の斜視図である。
【図２】図１に示される食品容器をＡＡ線で切断した断面図である。
【図３Ａ】本発明の一実施形態に係る蓋体取り外した状態における食品容器の断面図であ
る。
【図３Ｂ】本発明の他の一実施形態に係る蓋体を取り外した状態における食品容器の断面
図である。
【図４Ａ】本発明の他の一実施形態に係る蓋体を取り外した状態における食品容器の平面
図である。
【図４Ｂ】図４ＡのＲ部分の部分を示す図である。
【図５Ａ】本発明の一実施形態に係る収容部設置体の斜視図である。
【図５Ｂ】本発明の一実施形態に係る容器本体の内部に設置された状態での収容部設置体
の断面図である。
【図６Ａ】本発明の一実施形態に係る収容部に設けられた透孔の実施形態を説明する図で
ある。
【図６Ｂ】本発明の一実施形態に係る収容部に設けられた透孔の他の実施形態を説明する
図である。
【図７Ａ】本発明の一実施形態に係る容器本体に引出部が収容された状態を示す図である
。
【図７Ｂ】本発明の一実施形態に係る容器本体から引出部が引き出された状態を示す図で
ある。
【図８】図７Ａ～図７Ｂを側壁窓部から見た正面図である。
【図９Ａ】本発明の一実施形態に係る容器本体の断面図である。
【図９Ｂ】本発明の一実施形態に係る容器本体の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、添付図面を参照して本発明の幾つかの実施形態について説明する。ただし、実施
形態として記載されている又は図面に示されている構成部品の寸法、材質、形状、その相
対的配置等は、本発明の範囲をこれに限定する趣旨ではなく、単なる説明例にすぎない。
　例えば、「ある方向に」、「ある方向に沿って」、「平行」、「直交」、「中心」、「
同心」或いは「同軸」等の相対的或いは絶対的な配置を表す表現は、厳密にそのような配
置を表すのみならず、公差、若しくは、同じ機能が得られる程度の角度や距離をもって相
対的に変位している状態も表すものとする。
　例えば、「同一」、「等しい」及び「均質」等の物事が等しい状態であることを表す表
現は、厳密に等しい状態を表すのみならず、公差、若しくは、同じ機能が得られる程度の
差が存在している状態も表すものとする。
　例えば、四角形状や円筒形状等の形状を表す表現は、幾何学的に厳密な意味での四角形
状や円筒形状等の形状を表すのみならず、同じ効果が得られる範囲で、凹凸部や面取り部
等を含む形状も表すものとする。
　一方、一の構成要素を「備える」、「具える」、「具備する」、「含む」、又は、「有
する」という表現は、他の構成要素の存在を除外する排他的な表現ではない。
【００２１】
　図１は、本発明の一実施形態に係る食品容器１の斜視図である。また、図２は、図１に
示される食品容器１をＡＡ線で切断した断面図であり、その断面を矢印の方向に見た図で
ある。この食品容器１は、その内部に食品などを収容することが可能に構成されており、
図１～２に示されるように、容器本体２と、後述する温度調整具６を収容可能な収容部３
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１とその設置部３４を含む収容部設置体３と、収容部カバー体４と、を備える。さらに、
容器本体２は蓋体５を備えても良い。また、食品容器１は、容器本体２の中に、収容部設
置体３、収容部カバー体４、食品を順に入れ、食品の上方に蓋体５が配置されるように構
成されている。図１～図２の例示では、食品容器１は弁当箱であり、平面視において四角
形の形状をしている。
　以下、食品容器１の構成要素について、それぞれ説明する。
【００２２】
　容器本体２は、食品と共に、上記の収容部設置体３、収容部カバー体４、温度調整具６
などをその内部２１に収容することが可能な入れ物である。すなわち、容器本体２は、底
部２２と、底部２２の周縁から立設する側壁部２３とを有し、上部が開口している。そし
て、この開口する上部を通して、容器本体２の内部２１への食品などの出し入れが可能と
なっている。この底部２２は、容器本体２の内部２１に収容される物が載せられる部分で
あり、この収容物を下から支持するものである。また、側壁部２３は、この収容物が底部
２２の上から落ちないよう周囲を囲むものとなる。例えば、容器本体２は箱状の形状をし
ていても良いし、半球状の形状など、様々な形状を有していても良い。容器本体２が半球
状の形状をしている場合には、半球状の形状のうちの平な部分や、半球状の容器本体２を
テーブルなどの台に載せるための脚（高台）の部分付近を底部２２とし、それに連結され
る部分を側壁部２３としても良い。また、食品は、例えば、弁当、惣菜や、カニや中華ま
んなどの食材であっても良い。なお、上記の周縁は、底部２２の端のみならず、端から内
側に入った部分である端付近も含まれる。
【００２３】
　図１～図２に示される実施形態では、容器本体２は箱状の形状をしている。そして、平
面視で四角形の形状となる底部２２の周縁（４辺）部分からは、それぞれ側壁部２３（第
１側壁部２３ａ、第２側壁部２３ｂ、第３側壁部２３ｃ、第４側壁部２３ｄ）が上方に伸
びるように設けられることで容器本体２が形成されている。つまり、この底部２２と側壁
部２３によって、食品などが収容される容器本体２の内部２１が形成されると共に、その
上部が開口するよう形成されている。なお、容器本体２は、プラスチックを含む樹脂や木
、土器などで形成されても良い。また、容器本体２の底部２２と側壁部２３との少なくと
も一方は、少なくとも一部に断熱材を有して形成されても良い。この断熱材は、例えばア
ルミなどの遮熱材やコーティング剤の塗布であっても良い。もちろん、断熱性の高い材料
により、容器本体２の底部２２や側壁部２３の少なくとも一方を形成しても良い。
【００２４】
　収容部設置体３は、収容部３１と設置部３４とを有している。より詳細には、収容部３
１は、収容底部３２（底部）と、収容底部３２から立設する収容側壁部３３（側壁部）と
を有し、上部に開口を有する。また、設置部３４は、収容部３１の収容底部３２が容器本
体２の底部２２から離された状態で容器本体２の内部２１に収容部３１を設置するよう構
成される。すなわち、収容部３１は、後述する温度調整具６を収容するための容器である
。また、収容部設置体３が容器本体２に設置された時には、図２～５Ｂに示されるように
、設置部３４によって、収容部３１の収容底部３２が容器本体２の底部２２から離されて
おり、両者が直接接触しないように構成されている。図１～図５Ｂの例示では、後述する
ように、設置部３４によって、収容部３１の収容底部３２（収容底部３２の裏面３２ｂ）
と容器本体２の底部２２とは幅Ｌだけ離された状態で、容器本体２の内部２１に収容部設
置体３は設置されており、両者の間には空気層が形成されている。なお、収容部３１や設
置部３４は、金属、プラスチックを含む樹脂、木、土器であっても良いし、収容部３１が
金属、設置部３４がプラスチックなど、異なる材料による組み合わせであっても良い。
【００２５】
　この設置部３４について説明すると、図１～図３Ｂに示される実施形態では、平面状の
設置部３４（縁部３９）の中央付近に窪みが設けられており、この窪みによって収容部３
１が形成されている。言い換えると、容器状の収容部３１の収容側壁部３３の上端部の周
囲（周縁）に設置部３４としての縁部３９が連結されている。そして、この上端部から設
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置部３４（縁部３９）は水平に伸びることで、設置部３４（縁部３９）は側壁部２３に係
止されている。より詳細には、図１～図３Ｂの例示では、容器本体２の側壁部２３は、容
器本体２の底部２２に連結される下側壁部２３ｌと、下側壁部２３ｌの上端部２４に連結
される上側壁部２３ｕと、を有している。この下側壁部２３ｌの高さＨ１は、収容部３１
の収容底部３２から収容部３１の上端部までの高さＨ２よりも高い（Ｈ１＞Ｈ２）。また
、上側壁部２３ｕの厚さ（肉厚Ｔｕ）は、下側壁部２３ｌの厚さ（肉厚Ｔｄ）よりも薄い
（Ｔｄ＞Ｔｕ）。このため、下側壁部２３ｌと上側壁部２３ｕとの肉厚の差（Ｔｄ－Ｔｕ
）によって、下側壁部２３ｌの内周面は、上側壁部２３ｕの内周面よりも内部に向けて突
出する部分（突出部２５）を有する。そして、この突出した下側壁部２３ｌの部分の上端
部２４に収容部設置体３の縁部３９（設置部３４）が載せられている。これによって、下
側壁部２３ｌの高さＨ１と収容部３１の収容底部３２（収容底部３２の裏面３２ｂ）から
収容部３１の上端部までの高さＨ２との差の分（Ｈ１－Ｈ２＝Ｌ）だけ、収容部３１の収
容底部３２は容器本体２の底部２２から離された状態となる。また、容器本体２の全ての
側壁部２３にまで縁部３９が伸びることで、容器本体２の内部２１の任意の位置（図１～
図３Ｂの例示では中央）に収容部３１が位置決めされている。なお、設置部３４は、断熱
材などを介して下側壁部２３ｌの上端部２４に設置されても良い。
【００２６】
　また、図１～図２に示される実施形態では、下側壁部２３ｌの肉厚Ｔｄや上側壁部２３
ｕの肉厚Ｔｕは、それぞれにおいておおむね一定となっている。ただし、この実施形態に
限定されない。例えば、他の幾つかの実施形態では、図３Ａに示されるように、突出部２
５が、側壁部２３の高さ方向における一部分に設けられることで、凸状に設けられても良
い。図３Ａには、幾つかの実施形態における蓋体５を取り外した状態における食品容器１
の断面図が示されている。図３Ａの例示では、図２における下側壁部２３ｌの上端部２４
の位置に凸状の突出部２５が設けられており、この突出部２５の上面に設置部３４が設置
されている。
【００２７】
　また、例えば、その他の幾つかの実施形態では、図３Ｂに示されるように、側壁部２３
の肉厚は、側壁部２３の上端部（側壁上端部２７）から下方に向かって厚くなるように傾
斜する領域を有するように形成されても良い。図３Ｂには、幾つかの実施形態における蓋
体５を取り外した状態における食品容器１の断面図が示されている。そして、図３Ｂの例
示では、容器本体２の側壁部２３のうちの対向する面の間（第１側壁部２３ａと第３側壁
部２３ｃとの内周面間、または、第２側壁部２３ｂと第４側壁部２３ｄとの内周面間）の
距離が、収容部設置体３の横方向の長さ以下となる位置に、収容部設置体３は設置される
ことになる。図３Ｂの例示では、容器本体２の底部２２からＨ１だけ上方の位置で、収容
部設置体３は係止されている。図３Ｂの例示では、上側壁部２３ｕおよび下側壁部２３ｌ
の両方とも傾斜しているが、収容部設置体３は係止される下側壁部２３ｌの位置付近より
下は傾斜していなくても良い。
【００２８】
　なお、図１～図３Ｂに示される実施形態では、容器本体２の全周にわたって突出部２５
が設けられることで、収容部設置体３の設置の安定性が図られている。ただし、この実施
形態には限定されず、全周に部分的に突出部２５が設けられても良い。例えば、図１～図
３Ｂの例示では、容器本体２が四角形の形状をしていることにより、互いに対向する２つ
の側壁部２３の組が２組できるが、そのうちの１組だけに突出部２５が形成されるように
しても良い。また、例えば、１つの側壁部２３において、突出部２５が周方向に連続して
いなくても良く、部分的に形成されるようにしても良い。
【００２９】
　また、上記に説明したように、図１～図３Ｂに示される実施形態では、収容部設置体３
の設置部３４（図１～図３Ｂでは縁部３９）は、容器本体２の側壁部２３に接触して係止
されている。他の幾つかの実施形態では、図４Ａ～図４Ｂに示されるように、収容部設置
体３の設置部３４は容器本体２の底部２２に接触しても良い。あるいは、その他の幾つか
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の実施形態では、図５Ａ～図５Ｂに示されるように、設置部３４は、容器本体２の底部２
２に対向する面である収容部３１の前記収容底部３２の裏面３２ｂから突出する脚部３５
´（第２脚部）を含んでも良い。なお、図４Ａは、幾つかの実施形態における蓋体５を取
り外した状態における食品容器１の平面図である。また、図４Ｂは、図４ＡにおいてＲで
示される部分を抜き出して示す図であり、矢印方向から見た図である。一方、図５Ａは、
本発明の一実施形態に係る収容部設置体３の斜視図である。また、図５Ｂは、容器本体２
の内部２１に設置された状態での収容部設置体３の断面図である。以下、それぞれの実施
形態について説明する。
【００３０】
　図４Ａ～図４Ｂに示される実施形態では、図示されるように、収容部設置体３は、容器
本体２の底部２２に載置される脚部３５と、脚部３５に支持されると共に、収容部３１の
上端部に連結されて容器本体２の側壁部２３に向けて伸びる延伸部３６と、を有する。ま
た、延伸部３６の上端部から脚部３５の下端までの高さＨ３は、収容部３１の収容底部３
２から収容部３１の上端部までの高さＨ４よりも高い（図４Ｂ参照）。図４Ａ～図４Ｂの
例示では、図４Ａに示されるように、収容部設置体３は、板状の部材を組み合わせること
で平面視において井桁状の形状をしている。そして、井桁の中心部分に収容部３１が設け
られており、中心部分から延伸する井桁状の８つの部分が延伸部３６に相当する。また、
収容部３１から各延伸部３６がそれぞれ側壁部２３近傍にまで伸びることで、延伸部３６
は、接触あるいは非接触の状態で側壁部２３に面している。これによって、容器本体２の
内部２１における収容部３１の位置決めがなされている。なお、図４Ａ～図４Ｂの例示で
は、突出部２５は設けられていないが、突出部２５が設けられていても良い。
【００３１】
　また、図４Ｂに示されるように、収容部設置体３の延伸部３６には脚部３５が設けられ
ており、脚部３５によって収容部設置体３の高さが嵩上げされている。これによって、収
容部３１の収容底部３２は、容器本体２の底部２２から幅Ｌだけ離された状態で設置され
る（Ｈ３－Ｈ４＝Ｌ）。この脚部３５は、収容部３１から離れた延伸部３６に連結される
ことで、収容部３１に設置される温度調整具６の熱や冷気などが容器本体２に伝わること
による影響の低減を図っている。ただし、これには限定されず、上記の板状の部材に部分
的に設けられても良いし、全体に設けられても良い。また、脚部３５は、立体的な形状を
有する台座であっても良い。あるいは、他の板状の部材を曲げたものであっても良く、こ
の部材を曲げた際の強度によっては、それぞれの延伸部３６の板厚方向の両側に設けなく
ても、片側のみに設けても良い。なお、図４Ｂに示される脚部３５が上記の他の板状の部
材を曲げたものを示している場合には、板厚方向の両側にそれぞれ設けられており、合計
１６の曲げ板によって、収容部設置体３は支えられていることになる。
【００３２】
　一方、図５Ａ～図５Ｂに示される実施形態では、図示されるように、設置部３４は、容
器本体２の底部２２に対向する面である収容部３１の前記収容底部３２の裏面３２ｂから
突出する脚部３５´（第２脚部）を含む。そして、この収容部３１の収容底部３２の裏面
３２ｂに設けられる脚部３５´が容器本体２の底部２２に接触することで、収容部３１の
収容底部３２が容器本体２の底部２２から離された状態で容器本体２の内部２１に設置さ
れる。つまり、図５Ａ～図５Ｂに示される実施形態では、脚部３５´が設置部３４となる
。
【００３３】
　詳述すると、図５Ａの例示では、収容部３１の収容底部３２は四角形をしており、この
収容底部３２の四角形の四隅のそれぞれに脚部３５´が設けられている。そして、図５Ｂ
に例示されるように、容器本体２の内部２１に収容部設置体３が設置された状態では、容
器本体２の底部２２と収容部３１の収容底部３２の間に脚部３５´が存在する。つまり、
この脚部３５´が存在することで、収容部３１の収容底部３２は、容器本体２の底部２２
から高さ方向に幅Ｌだけ離された状態で設置される。なお、脚部３５´は、熱伝導率の小
さい材料が好ましく、ゴムや樹脂であっても良い。図５Ａ～図５Ｂの例示では、脚部３５
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´は、収容部３１の四隅に設けられているが、これには限定されず、収容部３１の周りを
囲むように収容部３１の周縁に設けられても良い。
【００３４】
　また、図５Ａ～図５Ｂの例示では、収容部３１の収容側壁部３３の上端部の周囲（周縁
）には縁部３９´（第２縁部）が連結されており、この上端部から縁部３９´が四方の側
壁部２３の近傍まで水平方向に伸びている。この縁部３９´によって、容器本体２の内部
２１における収容部３１の位置決めがなされている。なお、側壁部２３と縁部３９´とは
接触していても良いし、接触せずにこれらの間に所定の幅を有していても良い。また、側
壁部２３には、突出部２５（図３Ａ～図３Ｂ参照）があっても良い。この場合には、さら
に、突出部２５（下側壁部の上端部２４）に縁部３９´が接触していても良く、収容部設
置体３の設置の安定性の向上を図ることができる。
【００３５】
　また、図１～図５Ｂの例示では、下側壁部２３ｌの上端部２４は、側壁部２３の高さ方
向の中央あたりに位置しており、この上端部２４に収容部設置体３が載置されることで、
収容部設置体３によって、容器本体２の内部が上下に分離されている。なお、下側壁部２
３ｌの上端部２４の位置は中央付近に限定されず、任意の位置で良い。このようにして、
収容部設置体３は容器本体２の内部に設置される。
【００３６】
　収容部カバー体４は、図１～図２に示されるように、収容部３１の上部（開口）を覆う
と共に、容器本体２の側壁部２３と共に所定の空間を上方に形成する。すなわち、図１～
図２に示されるように、収容部カバー体４は、収容部設置体３（収容部設置体３の設置部
３４）の上部に載せられることで、収容部３１の上部（開口）が覆われる。そして、上記
の所定の空間は、収容部カバー体４の上部（収容部３１に面しない側）を下面とし、その
下面の周囲を囲む側壁部２３を側面として形成されることで、収容部カバー体４の上方に
形成される。すなわち、図２に示されるように、収容部カバー体４を支持体として、食品
や食品の盛付皿９（破線）をこの所定の空間（食品載置空間２６）に収容することが可能
に構成されている。
【００３７】
　図１～図２の例示では、収容部カバー体４は、直方体状の構成部材４１の複数が隙間Ｇ
をあけて並べられることで形成されている。また、図１に示されるように、これらの構成
部材４１は相互に締結部材４２によって連結されている。図１～図２の例示では、収容部
カバー体４は、構成部材４１を竹、締結部材４２を糸として形成されたすだれとなってい
る。そして、この隙間Ｇと構成部材４１が収容部３１の上方に配置されることで、収容部
３１部分的に覆われることになる。なお、構成部材４１の形状は直方体状に限定されず、
断面が円形や楕円形などであっても良い。
【００３８】
　蓋体５は、容器本体２の上部（開口）を覆うためのものである。そして、容器本体２に
収容部設置体３と収容部カバー体４などが設置された状態で、容器本体２の上部を閉じこ
とが可能となっている。図１～図２に示される実施形態では、蓋体５は、容器本体２より
も外周が大きく、かつ、容器本体２よりも浅い入れ物のような形状をしており、容器本体
２の上からかぶせるようにして、蓋体５を設置されるよう構成されている。ただし、これ
には限定されず、容器本体２の上部を覆うことができれば、容器本体２の横からスライド
させて（引き出して）設置させるような形状をしていても良い。蓋体５は、プラスチック
を含む樹脂や木、土器などで形成されても良い。
【００３９】
　このような構成を備える食品容器１は、容器本体２の内部に温度調整具６を収容して使
用することが可能となっている。この温度調整具６は、加熱具、保温具、保冷具のうちの
１つである温度調整具である。また、この温度調整具６は、図２に示されるように、収容
部３１に収容される。なお、温度調整具６は、下記に説明する図２、図４Ａ、図６Ａ～図
６Ｂに示される実施形態では、破断紐６２（開裂紐）を有している。この破断紐６２は、
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引っ張ることで温度調整具６の化学反応を開始させるためのものであり、例えば、発熱具
である温度調整具６の破断紐６２を引き抜くと、温度調整具６の内部の発熱剤パックと水
パックがほぼ同時に開裂されることで発熱反応が始まり、発生した水蒸気による加熱が行
われる。ただし、これには限定されず、他の幾つかの実施形態では、温度調整具６は破断
紐６２を有していなくても良く、例えば、温度調整具６は、包装パックに収められた発熱
剤であり、この発熱剤を取り出して収容部３１に設置し、別途用意される水を加えて使用
するような形態のものでも良い。なお、このように、破断紐６２のような、収容部３１か
ら容器本体２の外部（内部２１の外側）に引き出すことが可能な部材を温度調整具６が備
えていない場合には、食品容器１は、後述するスリット２８や透孔３８は備えていなくて
も良い。
【００４０】
　上記の構成によれば、食品容器１は収容部３１を備えており、加熱具、保温具、保冷具
などの温度調整具６を使用する場合には、温度調整具６の種類に応じて食品容器１の構成
を変更することなく、食品容器１の収容部３１に設置することができる。温度調整具６の
種類に応じて食品容器１を用意する必要もなく、コストを削減することもできる。また、
収容部３１は容器本体２の底部２２とは接触しておらず、収容部３１と容器本体２の底部
２２との間における熱の伝達が緩和されている。このため、温度調整具６が収容部３１に
設置あれて使用される場合には、温度調整具６からの高温の熱などによって、容器本体２
の底部２２や食品容器１が置かれるテーブルなどの周辺に伝わることで、これらが変形、
変色するような事態を防止することができる。同時に、食品容器１の使用者が加熱具など
の温度調整具６により高温化された食品容器１に触れることで、火傷などを負うような事
態も防止することができる。すなわち、温度調整具６の使用に適した食品容器１を提供す
ることができる。
【００４１】
　また、収容される温度調整具６の種類を、状況や季節に応じて取り換えることで、食品
容器１に入れられる食品の加熱、保温、保冷を、状況や季節に応じて適宜行うことができ
る。
【００４２】
　また、食品容器１は、使い捨てでない弁当箱であっても良い。一般に、このような使い
捨てでない弁当箱は、使い捨ての弁当箱に比べて、強度のより高い材料によって容器本体
２や蓋体５などが形成されると共に、陶器製や金属製などの一般の食器のように、洗浄や
消毒されることによって使い捨てられずに何度でも使用される。食品容器１である弁当箱
は、例えば、注文を受けて調理されて届けられる仕出し用の弁当箱であっても良い。また
、この仕出し用の弁当箱には、ホテルや旅館、民宿、病院などの施設において、食堂や客
室（個室）などに据え置かれる据え置き型の弁当箱も含めても良い。この構成によれば、
温度調整具６の種類や季節に応じて弁当箱（食品容器）をそれぞれ保有する必要がなく、
弁当箱の購入や保管、管理などに要する費用の低減を実現することができる。また、弁当
箱を再度使用する場合には、温度調整具６のみを廃棄するだけで良く、廃棄物の量を大幅
に削減できる。さらに、例えば、前日に調理盛付し、翌朝の食事の直前に温めるなど、調
理盛付後から食事までの間に時間的な間隔を設けることができるので、温度調整具６を使
用することで食事の際には適温の料理を提供することができると共に、例えば早朝などに
要する人件費の削減及び長時間労働の回避を図ることもできる。なお、使い捨ての弁当箱
としては、例えば、販売する弁当を内部に入れて、商品棚などに陳列される容器（例えば
、食料品店やコンビニエンスストアで販売される弁当の容器や、駅弁で使用される弁当箱
など）が挙げられる。
【００４３】
　また、他の幾つかの実施形態では、図１～図２に示されるように、容器本体２の側壁部
２３によって形成される周縁の少なくとも一部には、側壁部２３の上端部（側壁上端部２
７）から底部２２に向けて切り欠かれたスリット２８が設けられて良い。図１～図２の例
示では、容器本体２の底部２２の四方を囲む側壁部２３のうちの第１側壁部２３ａに上記
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のスリット２８が設けられている。より詳細には、側壁部２３には、側壁部２３の上端部
（側壁上端部２７）、すなわち、上側壁部２３ｕの上端部からの切り込み（スリット２８
）があり、この切り込みによって、容器本体２の内部２１と外部が水平方向で連通してい
る。これによって、収容部３１に収容された温度調整具６の破断紐６２をスリット２８に
通すことができ、破断紐６２を食品容器１の内部から外部に引き出すことが可能となって
いる。
【００４４】
　図１～図２の例示では、このスリット２８は、側壁部２３の側壁上端部２７から中央付
近まで達している。すなわち、下側壁部２３ｌの上端部２４の位置以下までスリット２８
が達することで、収容部設置体３の設置部３４の下から水平に破断紐６２を通すことがで
きるように構成されている。また、収容部設置体３の設置部３４と下側壁部２３ｌの上端
部２４とに破断紐６２が挟まれないように、下側壁部２３ｌの上端部２４に溝を設け、こ
の溝とスリット２８が重なるような深さをスリット２８が有しても良い。これによって、
破断紐６２を引っ張る際の抵抗を軽減することができる。
【００４５】
　この破断紐６２を引き出す際には、まず最初に、スリット２８の上方を通るように食品
容器１の外部に引き出す。その後、スリット２８の上端部から下端を通過するように、破
断紐６２を上から下方向に移動させる。このよう手順により、容器本体２の外部に破断紐
６２を引き出しても良い。
【００４６】
　上記の構成によれば、スリット２８は側壁部２３の上端部２４を開放するように設けら
れている。このため、温度調整具６が破断紐６２を有する場合において、破断紐６２を食
品容器１の外部に引き出して設置する場合であっても、側壁部２３の上端部から容易に設
置することができる。
【００４７】
　また、他の幾つかの実施形態では、図６Ａ～図６Ｂに示されるように、収容部設置体３
は、収容部設置体３は透孔３８を有し、収容部設置体３が容器本体２の内部２１に設置さ
れた時には、透孔３８とスリット２８とは対面するよう構成される。この透孔３８は、破
断紐６２の形状に合わせた穴であっても良く、例えば、破断紐６２が断面円形の場合には
透孔３８も円形に近い形状であっても良いし（図６Ａ参照）、破断紐６２が平べったいテ
ープ状であれば、長方形に近い形状であっても良い。あるいは、収容部３１の側面の一部
が、切り欠かれることでスリット状に設けられても良い。さらに、収容部設置体３の設置
部３４の一部を透孔３８と一緒に切り欠くようにしても良い（図６Ｂ参照）。図６Ｂの例
示では、スリット２８と透孔３８との間には、平面視において障害物がなく、破断紐６２
は直線的に設置されている。これによって、温度調整具６から容器本体２の外部まで破断
紐６２を引出した状態で、上から下に移動させることで設置できるので、引出作業を効率
化することができる。また、透孔３８とスリット２８の底部（開放されていない下側の端
部）の位置がおおむね水平となるように対面させることで、破断紐６２が水平に引き出さ
れるよう構成しても良い。
【００４８】
　なお、他の幾つかの実施形態では、透孔３８は収容底部３２に設けられても良い。ある
いは、透孔３８は複数設けられても良い。例えば、図６Ｂの例示においては、透孔３８は
第１側壁部２３ａに対向する設置部３４に設けられているが、第１側壁部２３ａから第４
側壁部２３ｄの全てに設けられても良い。これによって、収容部設置体３を容器本体２に
設置する際の向きを合わせるような作業は不要となり、設置作業を効率化することができ
る。なお、透孔３８の設置は任意であり、その他の幾つかの実施形態では、透孔３８は設
けられてなくても良い。
【００４９】
　また、上述した実施形態では、温度調整具６は容器本体２の上部の開口から出し入れさ
れる。他の幾つかの実施形態では、図７Ａ～図９Ｂに示されるように、食品容器１（図１
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参照）は、容器本体２の上部の開口に加えて、さらに、温度調整具６を容器本体２の側壁
部２３から出し入れ可能な構成を有しても良い。すなわち、容器本体２の側壁部２３（第
１側壁部２３ａ～第４側壁部２３ｄのうちの少なくとも１つ）には、収容部設置体３を引
き出すことが可能となる所定の大きさの開口部を有する側壁窓部２３ｗが設けられると共
に、この側壁窓部２３ｗを覆う（例えば、側壁窓部２３ｗを塞ぐように嵌る）ことが可能
な側壁蓋部２９ｃを有している。そして、収容部設置体３が容器本体２の内部２１に設置
された状態において、側壁窓部２３ｗの開口の長手方向の長さは、側壁窓部２３ｗの開口
に対面する収容部設置体３の長手方向の長さＷよりも長く、かつ、側壁窓部２３ｗの開口
の短手方向の長さは、側壁窓部２３ｗの開口の短手方向の長さＨ７よりも長い（図８～図
９Ｂ参照）。これによって、収容部設置体３の少なくとも一部は、側壁窓部２３ｗを通過
できるので、側壁部２３の側壁窓部２３ｗからの収容部設置体３を出し入れが可能となっ
ている。図８～図９Ｂの例示では、側壁窓部２３ｗの開口は長方形の形状をしているが、
これには限定されず、半円状や半楕円状など、側壁窓部２３ｗの少なくとも１辺が曲線を
形成しても良いし、円形、台形など、様々な形状をしていても良い。また、側壁窓部２３
ｗの長手方向の長さと短手方向の長さが同じ長さであっても良い。
【００５０】
　幾つかの実施形態では、図７Ａ～図８に示されるように、側壁窓部２３ｗに嵌った状態
の側壁蓋部２９ｃ（図７Ａ参照）を引き出すと、側壁蓋部２９ｃと一緒に容器本体２から
収容部設置体３が引き出され、逆に、側壁窓部２３ｗに嵌っていない状態の側壁蓋部２９
ｃ（図７Ｂ参照）を側壁窓部２３ｗから容器本体２の内部２１に押し込むと、収容部設置
体３が容器本体２の内部２１に収容されるよう構成しても良い。つまり、容器本体２は、
収容部設置体３が設置しつつ容器本体２の内部２１に収容される引出部２９を備えており
、この引出部２９の一部が側壁蓋部２９ｃによって形成されている。図７Ａ～図８の例示
では、引出部２９は、側壁窓部２３ｗが設けられた容器本体２の第１側壁部２３ａを覆う
側壁蓋部２９ｃと、それ以外の容器本体２の側壁部２３（第２側壁部２３ｂと第３側壁部
２３ｃと第４側壁部２３ｄ）の内側に面する枠部２９ｓとを有しており、この側壁窓部２
３ｗと枠部２９ｓとが連結されることによって形成されている。
【００５１】
　さらに、引出部２９は、図７Ａ～図８に示されるように、側壁窓部２３ｗおよび枠部２
９ｓの下端に連結されることで、側壁窓部２３ｗおよび枠部２９ｓによって囲まれる空間
の下端面を閉じる引出底部２９ｂを有しても良い。言い換えると、引出底部２９ｂの周縁
から側壁窓部２３ｗおよび枠部２９ｓが立設して設けられることで、容器状となっても良
い。この場合には、収容部３１の収容底部３２は、容器本体２の底部２２から離間された
状態であると共に、両者の間には空間が形成される。具体的には、図８に示されるように
、収容部３１の収容底部３２と引出部２９の引出底部２９ｂとの間が離間されることで、
上記の空間が形成されても良い。あるいは、引出底部２９ｂから少なくとも枠部２９ｓが
突出することや、引出底部２９ｂに図５Ａ～図５Ｂに示されるような脚部３５´を設ける
ことによって、引出底部２９ｂと容器本体２の底部２２との間が離間され、上記の空間が
形成されても良い。あるいは、これらの組み合わせ（容器本体２の底部２２と引出底部２
９ｂとの間、および、引出底部２９ｂと収容底部３２（裏面３２ｂ）との間のそれぞれに
空間を設けること）であっても良い。
【００５２】
　また、図８の例示では、容器本体２に引出部２９が収容された状態では、引出部２９の
引出底部２９ｂからの引出部２９の枠部２９ｓの高さＨ５は、容器本体２の底部２２から
下側壁部２３の上端部２４までの高さＨ１よりも小さくなっている。そして、収容部設置
体３は引出部２９の枠部２９ｓの上端に載せられており、収容部カバー体４は、容器本体
２の下側壁部２３の上端部２４に載せられている。つまり、収容部カバー体４は、収容部
設置体３から離間されて、その上方に設置されている。このため、引出部２９が容器本体
２から引き出された場合でも、収容部カバー体４は容器本体２の内部２１にそのまま残さ
れることになり、収容部カバー体４およびその上に載置された盛付皿などが引出部２９の
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移動に伴ってずれることなどが回避されている。つまり、既に盛付皿などが容器本体２に
設置されている場合でも、温度調整具６の出し入れを容易に行うことができ、また、破断
紐６２を有しないような温度調整具６を、側壁窓部２３ｗを介して取り出せるので、容易
に使用できる。また、引出部２９の枠部２９ｓの高さＨ５は、収容部３１の収容底部３２
（裏面３２ｂ）から収容部３１の上端部までの高さＨ６よりも長い。このため、これらの
差分（Ｈ５－Ｈ６＝Ｌ）だけ、収容部３１の収容底部３２は引出部２９の引出底部２９ｂ
から離された状態であると共に、容器本体２の底部２２からはこの差分（長さＬ）よりも
大きく離間された状態となる。なお、図８の例示では、収容部設置体３は引出部２９の枠
部２９ｓの上端に載せられているが、図３Ａ～図３Ｂのように、引出部２９の枠部２９ｓ
に突出部２５を設ける構成や（図３Ａ）、枠部２９ｓの厚さに傾斜を設ける構成（図３Ｂ
）のような構成により、収容部設置体３を引出部２９の内部に設置しても良い。
【００５３】
　また、他の幾つかの実施形態では、図９Ａ～図９Ｂに示されるように、側壁蓋部２９ｃ
を側壁窓部２３ｗから取り外した後に収容部設置体３を引き出し、逆に、収容部設置体３
を容器本体２の内部２１に押し込むことで設置した後に、取り外されていた側壁蓋部２９
ｃを側壁窓部２３ｗで覆う（側壁蓋部２９ｃを側壁窓部２３ｗに嵌める）よう構成しても
良い。あるいは、収容部設置体３と収容部カバー体４とは、例えば、図９Ａ～図９Ｂに例
示されるような構造を容器本体２が備えることにより、その内部２１に設置されても良い
。
【００５４】
　図９Ａ～図９Ｂは、容器本体２の断面図である。図９Ａ～図９Ｂの例示では、側壁蓋部
２９ｃは容器本体２の第１側壁部２３ａの一部を形成しており、第１側壁部２３ａ（側壁
窓部２３ｗ）の方向から見た際の、収容部設置体３と収容部カバー体４が設置された容器
本体２の断面が示されている。そして、図９Ａの例示では、側壁部２３が２段の階段状に
形成されており、下段に収容部設置体３が設置され、上段に収容部カバー体４が設置され
ている。一方、図９Ｂの例示では、側壁部２３に上下に二つの突出部が設けられている。
そして、上段と下段の突出部の間に収容部設置体３（縁部３９や縁部３９´）はこの二つ
の突出部の間に設置され、収容部カバー体４は上段の突出部に載置される。このようにし
て、収容部設置体３と収容部カバー体４とが離間されて設置されている。この際、容器本
体２の底部２２から収容部設置体３が載置される箇所（図９Ａの階段状の下段や、図９Ｂ
の下段の突出部）までの高さＨ８は、収容部３１の収容底部３２（裏面３２ｂ）から収容
部３１の上端部までの高さＨ６よりも長く、この差分（Ｈ８－Ｈ６＝Ｌ）だけ、収容部３
１は容器本体２の底部２２から離間された状態で設置される。
【００５５】
　あるいは、図９Ａ～図９Ｂに示されるような、縁部３９（３９´）を有する収容部設置
体３に代えて、図４Ａ～図４Ｂに例示されるような井桁状の収容部設置体３や、図５Ａ～
図５Ｂに示されるような、収容部３１の収容底部３２の裏面３２ｂに脚部３５´が設けら
れた収容部設置体３を用いても良い。この場合には、例えば、側壁部２３に１つの突出部
を設け、この突出部に収容部カバー体４を載置すると共に、この突出部の下方に、図４Ａ
～図５Ｂに例示されるような収容部設置体３が位置するよう構成しても良い。これによっ
て、収容部設置体３と収容部カバー体４とが離間された状態で設置されると共に、長さＬ
だけ収容部３１の収容底部３２と容器本体２の底部２２とが離間される。
【００５６】
　そして、図９Ａ～図９Ｂ（図５Ａ～図５Ｂも含む）の例示では、収容部設置体３は、側
壁窓部２３ｗから、スライドさせるようにして容器本体２に出し入れされる。なお、図７
Ａ～図９Ｂにおいて、側壁蓋部２９ｃは、容器本体２の底部２２や引出部２９の引出底部
２９ｂなどに回動するヒンジなどによって連結されても良く、側壁蓋部２９ｃを引き出し
た際に倒れるように構成されても良い。
【００５７】
　また、側壁蓋部２９ｃには取っ手２９ｎが設けられても良く、取っ手２９ｎを掴んで引
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っ張るなどにより、引き出し操作や取り外し操作などの側壁蓋部２９ｃの操作を行うよう
構成しても良い。これによって、側壁蓋部２９ｃの操作が容易となる。図７Ａ～図８の例
示では、取っ手２９ｎは突起状の形状をしており、使用者が指でつまむなどにより使用さ
れることが想定されている。ただし、これには限定されず、取っ手２９ｎは楕円形状をし
ており、使用者の指を引っ掛けるように形成しても良い。あるいは、側壁蓋部２９ｃに開
口や溝を設け、使用者は、その開口等に指を引っ掛けて操作するよう構成しても良い。
【００５８】
　本発明は上述した実施形態に限定されることはなく、上述した実施形態に変形を加えた
形態や、これらの形態を適宜組み合わせた形態も含む。
【符号の説明】
【００５９】
１　　　食品容器
２　　　容器本体
２１　　内部
２２　　容器本体の底部
２３　　側壁部
２３ａ　第１側壁部
２３ｂ　第２側壁部
２３ｃ　第３側壁部
２３ｄ　第４側壁部
２３ｌ　下側壁部
２３ｕ　上側壁部
２３ｗ　側壁窓部
２４　　下側壁部の上端部
２５　　突出部
２６　　所定の空間（食品載置空間）
２７　　側壁上端部
２８　　スリット
２９　　引出部
２９ｃ　側壁蓋部
２９ｓ　枠部
２９ｂ　引出底部
２９ｎ　取っ手
 
 
３　　　収容部設置体
３１　　収容部
３２　　収容底部
３２ｂ　収容底部の裏面
３３　　収容側壁部
３４　　設置部
３５　　脚部
３５´　脚部（第２脚部）
３６　　延伸部
３８　　透孔
３９　　縁部
３９´　縁部（第２縁部）
 
４　　　収容部カバー体
４１　　構成部材
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４２　　締結部材
５　　　蓋体
６　　　温度調整具
６２　　破断紐
９　　　盛付皿
 
Ｇ　　　隙間
Ｌ　　　幅
Ｈ　　　高さ
Ｗ　　　長さ

【図１】 【図２】
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【図３Ｂ】

【図４Ａ】
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【図６Ａ】 【図６Ｂ】

【図７Ａ】 【図７Ｂ】

【図８】
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【図９Ａ】

【図９Ｂ】



(20) JP 2017-178457 A 2017.10.5

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   　　　　                                Ａ４５Ｃ   11/20     　　　Ｍ        　　　　　

Ｆターム(参考) 3E067 AB01  AB99  BA05A BB09A BB11A BB13A BB14A BB26A BC06A BC07A
　　　　 　　        CA18  EA17  EA32  EB27  EC35  EE29  EE49  FA01  FC01  GA02 
　　　　 　　        GA07  GA08  GA09  GA11 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

